
論文　RC 造柱梁十字形接合部の破壊機構に関する基礎的研究

上原修一*1・西田　朋美*2　江崎　文也*3

1.　はじめに

　近年，RC造柱梁接合部の破壊機構や補強方法に関

する研究が活発に行われている。破壊機構について

は，従来から接合部の破壊は，図-1(a)に示すよう

にせん断破壊として考えられてきた1）が，最近，塩

原らの「接合部の曲げ破壊」と捉える方法2）が評価

されつつある。

　一方，著者らは，図-1(b)に示すように接合部の

破壊を「梁のめり込み」として捉えることを提案し

た3）。それは，既往の試験体の破壊状況4）および既往

の研究におけるFEM解析において接合部内部の破壊

が著しいこと5），および現行の接合部強度評価にお

いて接合部内部の有効幅を考えている1）ことなどか

ら，塩原らのように接合部全厚の破壊として捉える

より，接合部内部の破壊として捉える方が適切であ

ると考えるためである。また，そうすることにより，

梁端部危険断面をはさみ，せん断ひび割れにより相

対的に接合部コンクリートの強度が低下している場

合は接合部の破壊，低下していない場合は梁端部の

破壊と，接合部コンクリートのみの性状に基づき破

壊性状を明快に説明することができる。

　文献3）では，提案式に基づき既往の試験体を用い

てその強度について検討し，めり込みと評価しても

良好な結果が得られることを示した。しかしながら，

実際にめり込みが生じていることを明らかにするた

めには，破壊実験が必要であると考えられた。

要旨：これまでに，柱梁接合部の破壊を梁のめり込みと捉える解析法を提案した。ここでは，その妥

当性を検証するため，小型試験体2体の破壊実験を行った。その結果,接合部の破壊時に梁のめり込

みが認められた。さらにそのめり込み量は,現行の配筋程度（pw=0.32%）であれば，引張り側のひび

割れ幅と同程度になる場合があることがわかった。さらに，面外方向に中子筋を配筋すれば，そのめ

り込みをある程度抑制でき，接合部の靭性能を向上させ得ることがわかった。

キーワード：めり込み,ストラット,破壊機構,有効係数,せん断

　そこで本研究では，「接合部が破壊する時に梁のめ

り込みが生ずることの確認」および，「めり込みを防

ぐための基礎的な検討」を目的として，2体の小型試

験体（実物の1/3程度）の破壊実験を行った。その実

験結果と解析結果に基づき，めり込み破壊機構の妥

当性を論ずる。
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表-1　試験体一覧

表-2　使用材料の力学的性質

（b） コンクリート
圧縮強度

（MPa）

全試験体 19.6

試験体
降伏点引張強度伸び率

（MPa） （MPa） （%）
なまし鉄線 Φ3.2 204 306 31.1
SD345 D13 355 562 22.4

種別 呼び名

No.1 2003-IJ1 なし なし

No.2 2003-IJ2 あり あり

試験体番号 試験体名 面外中子筋梁主筋定着板

（a） 鉄筋

図-1　十字形接合部せん断破壊機構と梁端部の
接合部めり込み破壊機構

(a)接合部せん断破壊機構 (b)梁端部の接合部めり
込み破壊機構

梁端部め
り込み量

梁端部ひ
び割れ幅
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2.　実験概要
2.1　試験体

　表 -1 に，本実験の試験体一覧，表 -2 に使用し

た材料の力学的性質を示す。図-2に試験体の形状，配

筋およびひずみゲージの貼付位置を示す。接合部を

破壊させるために，コンクリートをやや弱く設計し

たことを除けば一般的な材料と言える。試験体は，実

物のほぼ1/3程度であり，コンクリートは接合部面外

方向から横打ちとした。配筋は，著者らが提案した解

析法3)を用いて，No.1については梁端部が曲げ降伏

する前に接合部が破壊するように設計した。ただし，

No.2試験体については，図-2に示すように梁主筋を

定着させるために，穴のあいた厚さ4mmの38mm角の

鋼板を接合部内で，個々の梁主筋すべてに溶接した。

さらに，接合部の面外方向へのはらみ出しを防ぐた

めに，中子筋を配筋した。接合部の帯筋比pwは，中

子筋を除き，両試験体とも0.32%である。

　ひずみゲージは，図-2に示すように，梁柱端部主

筋のほか，接合部の帯筋および中子筋に貼付した。

2.2　加力方法と変形測定装置

　図-3に示す加力装置により，柱端部をローラー支

持，柱脚部をピン支持として，柱頭に水平力を載荷

した。本実験では，軸力が接合部強度に影響しない

といわれていることから，軸力は加えていない。ま

た，予備実験の意味もあることから単純に，まず，南

方向に接合部にせん断ひび割れが出る程度まで押し，

図-3　加力装置(西面)

図-4　変形量測定装置(西面)

北側 南側

図-5　接合部回りの変位測定装置(西面)

図-2　試験体形状・配筋およびゲージ貼付位置図
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反転させて逆方法にせん断ひび割れを発生させたの

ち，単調に南側方向に試験体が破壊するまで載荷し

た。梁に加わるせん断力は釣り合いから求められる

が，梁外端のリンクにもひずみゲージを貼り，力を

確認することとした。

　図-4に変形量測定装置を示す。梁外端のピンから

ボルトを出して，そこに測定フレームを設置し，柱

底部および頂部のピン位置の変位を測定し，その変

位の差を柱のピン距離で除して層間変形角とした。

また，図-5に示すように梁端部の上下面から柱に向

けて変位計を設置し，変位計が元の位置から押し込

まれる時の読みをめり込み量とし，出る時の読みを

ひび割れ幅と定義した。さらに，接合部パネルのせ

ん断変形を測定するために，図-5に示すように接合

部パネル対角線方向の変位を測定した。なお，せん

断変形測定用の変位計およびターゲット用のボルト

は深さ約20mmまで埋め込んでいることから，かぶり

コンクリート部分のせん断変形量を測定することに

なる。

3.　実験結果

　図-6にNo.1，図-7にNo.2の実験結果を示す。図-

6(a)に水平荷重と層間変形角の関係を示すが，初め

の正方向への載荷では面外支持が不十分でねじれた

ことから，実験結果を削除している。設計では，梁主

筋降伏前に接合部破壊するようにした（表-3参照）

が，実際には終局時以前に梁主筋は降伏した。層間

変形角が5%程度の時に，接合部の変形が急増し水平

荷重が低下した。その時，図-6(b)に示すように，梁

のめり込み量も急増していることがわかる。また，そ

の大きさは梁危険断面に生じた1本の引張りひび割

れ幅と同程度になっている。なお，ここでのめり込

み量計測値には，変位計の梁面から18.5mmのずれの

影響，接合部のせん断変形角の影響や梁端部コンク

リートの圧縮ひずみなども含まれるが，梁危険断面

の極めて近傍であることから，これらの影響を無視

している。変位計の梁面からのずれの影響は，中立

軸深さ比xn1(= 中立軸深さxn/有効せいd)が 0.5の

場合（図-9参照）は，めり込み量計測値が梁面の値

の1.22倍(=(18.5mm+0.5×170mm)/(0.5×170mm))

になる。めり込み量計測値に及ぼすせん断変形角の

影響の評価は難しいが，測定した表層部のせん断変

形角を用いれば，後の図-8に示すように最大γ=2%

であり，よってその影響によるめり込み量測定値に

及ぼす過大評価量は最大で0.37mm（=0.02×変位計

の梁面からの距離18.5mm）で，終局時にはめり込み

（d）全体の破壊状態(東面)
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図-6　試験体No.1の実験結果
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量測定値の4.6%（=0.37mm/No.1の終局時の測定値

8mm）程度を占めていると見積られる。このように，

めり込み計測値は実際のめり込み量を過大に評価す

ることになるが，中立軸がほぼ断面中心（図-9参照）

にあることから，相対的には，めり込み量はひび割

れ幅と同程度といえる。コンクリートの圧縮ひずみ

は最大で0.09mm（=0.003×柱面からの距離30mm），

1.1%（=0.09mm/8mm）程度を占める可能性がある。

　図-6(c)からパネル表面は終局時ほぼ2方向に引

張りの状態にあることがわかる。終局時，柱主筋は

降伏していない。また，図-6(d)，(e)から接合部パ

ネル部分の斜めひび割れが顕著であることがわかる。

しかし，この大きいひび割れはかぶりコンクリート

にとどまっており，接合部内部はより細かいひび割

れが見られた。これらのことから，終局時には接合

部のかぶり部分は圧縮ストラットとしては抵抗せず

,主に接合部内部のコンクリートが，不十分ながらも

拘束された状態で圧縮ストラットとして抵抗してい

る状況がうかがえる。図-6(f)は梁のめり込みに

よって生じたと考えられる柱のひび割れを示す。外

側に膨らんでいる様子がわかる。パネル表面でも，コ

ア内部のコンクリートが膨張して面外にはらみ出し

ていることが観察された。なお，接合部帯筋のひず

みはひずみゲージの損傷のため測定できなかった。

　図-7(a)に，No.2について水平荷重と層間変形角

の関係を示す。接合部を定着板と中子筋で補強して

いることから，層間変形角が8%に至るまで安定し

た挙動を示した。図-7(b)にはめり込み量を示す

が，梁のめり込みも75%程度（=No.2の終局時めり

込み量6mm程度/No.1の終局時めり込み量8mm程

度）に抑制されていることがわかる。つまり，接合

部の圧縮ストラットが破壊して面外に膨らむことが

中子筋により抑制され，その結果，梁端部の圧縮部

のめり込みが抑制されたものと考えている。ただ

し，ある程度接合部が壊れないと中子筋が力を発揮

しないことから，No.2でもめり込みが観察された。

以上のように，これまでにも面外方向拘束の効果が

報告されている6）ように，接合部の靭性に及ぼす中

子筋の面外方向の拘束の効果があらわれているもの

と考えられる。梁主筋は終局時までに降伏してい

た。また，図-7(c)はNo.1と大差ない。図-7(d)

から，終局時までに接合部帯筋は降伏している。

図-7　試験体No.2の実験結果
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図-7(e)は中子筋のひずみの変化を示すが，梁主筋の

降伏以前から，中子筋に引張力が生じ，最終的には降

伏することがわかった。図-7(f)に示す終局時の破壊

状況をみると，かぶりコンクリートに大きなひび割

れはみられるが，全体的にNo.1より接合部の損傷が

少ないことがわかる。また，パネル表面でもコア内部

コンクリートのはらみ出しは見られなかった。

　なお，定着板は梁主筋の定着破壊を防止するもの

として設けたが，No.1試験体の梁主筋が降伏したた

め，強度上昇効果の評価はできなかった。定着板の効

果については，今後の検討課題としたい。

5.　層間変形角に及ぼすめり込み量の影響について

　図-8に梁端めり込みによって増える梁端回転角

Rbsおよび接合部パネル表層部のせん断変形角γと層

間変形角Rの関係を示す。ここで，Rbs=（めり込み量

の計測値)/(梁せい200mm+18.5mm× 2)で算定した。

一方，γは接合部パネル表層部の対角線方向のひず

み度の差である7）。

　図-8(a)からわかるように，Rbsは層間変形角に対

し漸増していることがわかる。特に，R=5%以降傾き

が大きくなっている。その間に接合部の破壊が大き

く進展していることから，梁危険断面におけるめり

図-8　層間変形角と梁端めり込み
による梁端増分回転角およびパネ
ルせん断変形角の関係

（a）試験体No.1

（b）試験体No.2

込みが接合部の破壊に大きく影響していると考えら

れる。

　その時，γはR=6%以降ほとんど変化がないことか

ら，接合部パネル表層部のせん断変形は接合部内部

の破壊進行とは独立な状態にあると考えられる。

　図-8(b)の No.2試験体については，中子筋でめり

込みがある程度抑制されていることから，図-8(a)よ

りRbsが小さくなっている。接合部パネルせん断変形

角は，No.1の結果と同様に，R=6%以降ほぼ一定に推

移していることがわかる。

　図-9に，層間変形角Rと梁危険断面の回転量から

求めた中立軸深さ比xn1の関係を示す。両試験体とも

0.4から0.6程度を推移している。

　図-10に，接合部中央部の切断写真を示す。No.1

の方が No.2より破壊範囲が広く，破砕粒も大きいこ

とがわかる。

6.　実験値と解析値の比較

　表-3に，接合部パネルのせん断ひびわれ発生時と

接合部破壊時の水平荷重について，計算値と実験値

を示す。接合部パネルのせん断ひびわれ強度につい

ては，両試験体ともほぼ良く予測できていることが

わかる。接合部破壊時の水平荷重については，No.1

図-9　層間変形角と梁危険断面
の中立軸深さ比xn1の関係

（a）試験体No.1

（b）試験体No.2

（a）試験体No.1

（b）試験体No.2

図-10　接合部中央部の破壊状
況（切断写真）
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計算値
*2 実験値 計算値

*3
計算値

*4
計算値

*5 実験値

No.1 20003-IJ1 0.0226 0.0281 0.0568 (0.0805) 0.0523 0.0818

No.2 20003-IJ2 0.0226 0.0200 - 0.0805 0.0523 0.0778

接合部せん断ひび割れ時水平力（ｑcc
*1
) 接合部破壊時水平力（ｑcu

*1
）

試験体番号 試験体名

*1 水平力を柱面積（ｂｃ Dc)とコンクリート強度σB で除したもの。
*2 文献 8)の 2.5 式による。
*3 梁主筋定着破壊時の強度．文献 3)の(4)式 ,(6)式による。- は定着板使用のため，対象外であることを示す。
*4 梁主筋塑性降伏時の強度．文献 3 の(3)式 ,(6)式による。（）は定着破壊時の強度と塑性降伏時の強度のうち，
大きい方を示す。小さい方の破壊形式に支配されると予測する。
*5 靭性保障型計算値による強度．文献1)の 8.3.1 式による。ただし，安全率 1/0.85 は除く。

表-3　水平強度に関する解析結果一覧

では，著者らの提案解析法によれば梁主筋は降伏し

ないと想定されたが実験では降伏した。また，靭性保

障型指針の式よりも実験値はかなり大きい。これは，

各算定式の精度の問題のほか，本実験では荷重の繰

り返し回数が少ないことなどが原因と考えられる。

　なお，靭性保障型計算値による接合部せん断強度

juQ から柱せん断力 cuQ への換算は，ＲＣ規準書9）に

従い式(1)によった。

　　　 (1 )cu juQ Qξ
ξ

=
− （１）

　ここで，ξ：ＲＣ規準書に示す定義と同じである。

7.　結論

　これまでに提案した，梁のめり込み機構に基づく

接合部強度評価法について，その妥当性を実験的に

検討したところ，以下のことがわかった。

（1）接合部が破壊する時，梁のめり込み現象が認めら

れた。そのめり込み量は現行の配筋（pw=0.32%程度）

であれば，引張り側のひび割れ幅と同程度になる場

合がある。

（2）面外方向に中子筋を配筋すれば，そのめり込みを

ある程度抑制でき，接合部の靭性能を向上させるこ

とができる。つまり，接合部の靭性能向上のために

は，接合部の面外補強が有効である。

　今後は，接合部挙動に及ぼす定着板の効果を明確

にする。また，梁が偏心した接合部の破壊が，現状で

はねじれの影響と説明されている。しかし，立体的な

実構造物ではねじれの影響は少ないとも考えられる。

提案しているめり込み破壊機構に基づけば，梁が外

方向に偏心した接合部の破壊は面外拘束の減少のた

めとも説明できる。このような問題に取り組みたい。
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